
新型コロナウイルス対策や制度などの取り扱いについて「2021 春闘アンケート」を通

じて組合員から多くの声が寄せられ、各地方本部でも申し入れを行うなど、改善にむけた

取り組みを進めています。 

中央本部として「2021 春闘アンケート」を精査し、制度やその運用をはじめ不明瞭な

事柄や各職場の取り扱い等が不統一であること。そして、 

6 月 21 日から開始される新型コロナワクチン職域接種に 

関することなどを含め、6 月 15 日に経営側に対し、申し 

入れを行ないました。 

１．現在、各職場で行われている検温について、就労意思のある社員が出勤時における検

温で微熱を確認した場合の対応を明らかにすること。 

２．新型コロナウイルス感染症における会社の指示による PCR検査実施日及び検査結果が

出るまでの勤務の取り扱いを明らかにすること。 

３．新型コロナウイルス感染症に罹患した場合、勤務復帰の判断基準及び勤務の取り扱い

について明らかにすること。 

４．新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者と認定された場合の勤務の取り扱いを明らか

にすること。 

５．新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のため、各職場（休憩室、詰所、トイレ等

を含む）の蛇口を自動洗浄化すること。また、ポンプ式手洗い石鹸とハンドペーパー

を常備すること。 

６．新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のため、新白河駅と総合研修センターの移

動バスの密集を避ける対策を講じること。 

７．令和 3 年 6 月 21 日から開始される新型コロナワクチン職域接種に対する考え方を明

らかにすること。 

８．新型コロナワクチンの接種日の勤務は特別休暇（有給休暇）とすること。 

９．新型コロナワクチン接種の翌日から副反応により勤務をすることが困難である場合

は、必要な期間、勤務免除とすること。 

10．新型コロナワクチン接種日以降、勤務をすることが困難である場合を想定し、列車運

行に支障が出ない体制を構築すること。なお、代務の社員の指定した勤務及び指定し

た休日等を変更する場合には「一旦指定した勤務及び休日等の取扱い」に則り、当該

月の原則的な取り扱いとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021 年 6 月 16 日 №333 

 

 

ＪＲ東日本は4月28日

に「2020 年度期末決算」

を発表しました。単体決

算では新型コロナウイル

スの影響を受けて営業収

益（11,841 億円／対前年

△8,769 億円）、運輸収入

（9,543 億円／同△8,385

億円）が 2 期連続の減収、

かつ過去最低を記録。期

末決算としては初めて営

業損失（△4,785 億円）、

経常損失（△5,177 億円）、

当期純損失（△5,066 億

円）を計上しました。 

期末決算の発表を受

け、各マスコミは「ＪＲ

東日本 民営化後 初の赤

字」「ＪＲ東日本、21 年 3

月期は5,779億円の赤字」

など、センセーショナル

な見出しで報じていま

す。 

 

 

 

会社は同時に「変革の

スピードアップのための

投資計画」（2021 年度設

備投資計画）を発表しま

した。「変革 2027」の早

期実現に向けて、収益力

向上に資する成長投資を

積極的に実施していくほ

か、業務改革などに資す

る充填枠投資を着実に実

施するとしています。 

 

＜連結＞ 2021年度計画 2020年度実績  ＜単体＞ 2021年度計画 2020年度実績 


